
旭川市水道局告示第３５４号

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６及び旭川市水道局契約規

程（平成６年水道事業管理規程第７号）第３条の規定に基づき、一般競争入札（以下「入

札」という。）について次のとおり公告する。

令和７年１０月９日

旭川市水道事業管理者 佐 藤 幸 輝

１ 入札に付する物品購入等の内容

(1) 物品番号 器具備品－３

(2) 物 品 名 パージ･トラップ-ガスクロマトグラフ-質量分析計

(3) 規 格 仕様書のとおり

(4) 数 量 一式

(5) 納入場所 旭川市末広東２条７丁目

石狩川浄水場 水質試験棟１階 ＶＯＣ試験室

(6) 納入期間 令和８年３月１３日（金）

(7) 納入条件 仕様書のとおり

２ 入札参加資格

入札参加者は、次の全ての要件を満たしていること。

(1) 公告の日において、旭川市水道局物品購入等の競争入札参加資格における営業種目

「１４６０計測機器、分析機器」の入札参加資格を有していること。

(2) 地方自治法施行令第１６７条の４の規定により一般競争入札への参加を排除されて

いない者であること。

(3) 公告の日から入札執行日までのいずれの日においても、旭川市水道局競争入札参加

資格者指名停止等措置要領に基づく指名停止を受けていないこと。

(4) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされ

ている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立

てがなされている者（会社更生法にあっては更生手続開始の決定、民事再生法にあっ

ては再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと等、経営状態が著しく

不健全である者でないこと。

(5) この入札に参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと。（資

本関係・人的関係については 14(3)参照。）

(6) 公告の日において、旭川市水道局物品購入等競争入札参加資格者名簿に「５１市内」

又は「５３準市内」で登録されている者であること。

３ 入札の参加申請

この入札に参加を希望する者は、２に掲げる入札参加資格を有することを証明するた

め、次のとおり申請書を提出し、旭川市水道事業管理者（以下「管理者」という。）か

ら入札参加資格の有無について、確認を受けなければならない。

なお、期限までに申請書を提出しない者又は入札参加資格がないと認められた者は、



この入札に参加することができない。

(1) 提出書類

一般競争入札参加資格確認申請書（様式１） ２部

(2) 提出期間

公告の日から令和７年１０月１６日（木）までの旭川市の休日を定める条例（平成

５年旭川市条例第３号）第１条第１項に規定する本市の休日（以下「休日」という。）

を除く、午前８時４５分から午後５時１５分まで。

(3) 提出場所

〒０７０－８５４１

旭川市上常盤町１丁目 旭川市水道局庁舎３階

旭川市水道局上下水道部経営企画課契約係

電話 ０１６６－２４－３１７１

FAX ０１６６－２５－９５００

(4) 提出方法

持参又は郵送すること。（ファクシミリによるものは受け付けない。）

なお、郵送する場合は、(3)にその旨を電話連絡の上、提出期限までに提出場所に到

達するよう郵送手続を行うこと。

入札書は６(6)の期間に別途提出すること。

(5) 提出確認

申請書の提出があった者（以下「申請者」という。）には、申請書に受領印を押印

のうえ、うち１部を交付する。

なお、申請書を提出したにもかかわらず交付がない場合は、３(3)に連絡し、確認す

ること。

(6) 入札参加資格の確認

申請者のうち、入札参加資格を有しないと認めた者にあっては、令和７年１０月

２０日（月）までにその理由を記載した文書により当該申請者へ通知する。

(7) 提出書類様式の入手方法

(3)において(2)の期間中無償で配布するほか、次の旭川市水道局ホームページにお

いてダウンロードできる。

https://www.city.asahikawa.hokkaido.jp/kurashi/440/441/index.html

(8) その他

ア 申請書の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。

イ 管理者は、提出された申請書を、入札参加資格の確認以外に申請者に無

断で使用しない。

ウ 提出された申請書は返却しない。

４ 入札参加資格を有しないと認めた者に対する理由の説明

(1) 入札参加資格を有しないと認められた者は、その理由について、次に従い、書面（様

式は任意）により管理者に対し説明を求めることができる。

ア 提出期限 令和７年１０月２２日（水） 午後５時１５分

イ 提出場所 ３(3)に同じ。

ウ 提出方法 持参すること。（郵送又はファクシミリによるものは受け付けない。）



(2) 管理者は、前項の説明を求められたときは、令和７年１０月２４日（金）までに説

明を求めた者に対し書面により回答する。

５ 仕様書の閲覧等

(1) 本物品購入等に係る仕様書は、次のとおり閲覧に供する。

ア 期 間 公告の日から令和７年１０月２８日（火）までの休日を除く、午前

８時４５分から午後５時１５分まで。

イ 場 所 旭川市水道局庁舎４階縦覧室

(2) 仕様書に対する質問がある場合においては、次のとおり質疑応答書（様式４）を

提出すること。

ア 提出期限 令和７年１０月２４日（金）までの休日を除く、午前９時から午後

５時まで。

イ 提出場所 ３(3)に同じ。

ウ 提出方法 電話連絡の上、ファクシミリにより提出すること。

(3) 前号の質疑応答書は、次のとおり閲覧に供するとともに、旭川市水道局ホームペ

ージにおいて公表する。

ア 閲覧期限 令和７年１０月２８日（火）までの休日を除く、午前８時４５分か

ら午後５時１５分まで。

イ 閲覧場所 ５(1)イに同じ。

６ 開札の日時及び場所等

(1) 開札の日時 令和７年１０月２９日（水）午前９時

(2) 開札の場所 旭川市上常盤町１丁目 旭川市水道局庁舎４階 第２会議室

(3) 開札の方法

入札事務に関係のない職員の立会いの下で開札を行うものとし、落札者へ通知するも

のとする。

(4) 開札の傍聴

入札参加者その他の傍聴を希望する者は、旭川市水道局物品購入等の競争入札（郵

送方式）傍聴要領の規定に基づき開札を傍聴することができるので、開札当日午前９

時までに３(3)まで申し込むこと。

なお、開札会場の都合により他の入札を併せて傍聴人は２０名までとする。

(5) 入札書の提出方法

事前に持参又は郵送すること（ファクシミリによる入札は認めない。）。

ア 持参する場合

氏名（法人の場合はその名称又は商号）、件名を表記した封筒に入れ、３(3)まで持

参すること。

イ 郵送する場合

二重封筒とし、入札書を入れる封筒（内封筒）はアのとおり作成すること。外封筒に

は氏名（法人の場合はその名称又は商号）、開札日、物品番号、物品名を記載すること。

ウ 旭川市水道局物品購入等競争入札（郵送方式）心得（以下「入札心得」という。）を

承知すること。

(6) 入札書の提出期間



令和７年１０月２１日（火）から令和７年１０月２８日（火）までとし、 持参する

場合は、休日を除く午前８時４５分から午後５時１５分までとする。

(7) 入札方法

ア 総価で入札に付する。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相

当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り

捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は消費税に係る課税事業者である

か免税 事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

ウ 入札回数は２回を限度とする。

なお、１回目が不落の場合、２回目の開札日時及び提出期限を参加者に電話で通知

するので、６(5)の方法で入札書を提出すること。

７ 入札の無効

この公告において示した入札参加資格のない者のした入札、申請書に虚偽の記載をし

た者のした入札及び入札心得において示した条件等入札に関する条件に違反した入札は

無効とし、これらの入札を行った者を落札者としていた場合には落札決定を取り消すこ

ととする。

また、管理者により入札参加資格がある旨を確認された者であっても、確認の後旭川

市水道局競争入札参加資格者指名停止等措置要領に基づく指名停止を受けて入札時点に

おいて指名停止を受けている期間中である者、その他、入札時点において２に掲げる資

格のない者のした入札は無効とする。

８ 落札者の決定方法

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条第３項の規定に基づいて作成され

た予定価格の範囲内で、最低の価格をもって入札した者を落札者とする。

９ 契約条項を示す場所

３(3)の場所で閲覧に供するほか、旭川市水道局ホームページにおいても公表する。

10 契約書作成の要否

契約書の作成を要する。

11 入札保証金及び契約保証金

(1) 入札保証金 免除する。

(2) 契約保証金 免除する。

12 支払条件

一括後払いとする。

13 入札の中止等

入札までの間にやむを得ない事由のため、当該物品購入等の入札を延期又は中止する

ことがある。



なお、中止となった場合でも、申請書及び資料の作成費用は申請者の負担とする。

14 その他

(1) 入札参加者は、旭川市水道局契約規程、旭川市水道局物品購入等事務取扱要綱、入

札心得、その他関係法令を遵守すること。

(2) 申請書に虚偽の記載をした場合は、旭川市水道局競争入札参加資格者指名停止等措

置要領に基づく指名停止を行うことがある。

(3）２(5)でいう資本関係・人的関係とは、次のとおりである。

ア 資本関係

次のいずれかに該当する２者の場合。ただし、子会社（会社法（平成１７年法

律第８６号）第２条第３号の規定による子会社をいう。以下同じ。）又は子会社

の一方が会社更生法第２条第７項に規定する更生会社又は民事再生法第２条第４

号に規定する再生手続が存続中の会社（以下「更生会社等」という。）である場

合を除く。

(ア) 親会社（会社法第２条第４号の規定による親会社をいう。以下同じ。）と子

会社の関係にある場合

(イ) 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合

イ 人的関係

次のいずれかに該当する２者の場合。ただし、(ア)については、会社の一方が

更生会社等である場合を除く。

(ア) 一方の会社の取締役が、他方の会社の取締役を現に兼ねている場合

(イ) 一方の会社の取締役が、他方の会社の会社更生法第６７条第１項又は民事再

生法第６４条第２項の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合

ウ その他、ア又はイと同視し得る特定関係があると認められる場合

(ア) 事業協同組合等の組合等と当該組合等の構成員の関係にある場合

(4) その他入札に関する問い合わせ先

３(3)に同じ。



様式１

一般競争入札参加資格確認申請書

令和 年 月 日

(宛先)旭川市水道事業管理者

申請者

住 所

商号又は名称

代表者職氏名

物品番号 器具備品－３

物 品 名 パージ･トラップ-ガスクロマトグラフ-質量分析計

入 札 日 令和７年１０月２９日

令和７年１０月９日付けで入札公告のありました上記物品に係る競争入札参加資格につい

て確認されたく、申請します。

なお、本申請書及び添付書類の全ての記載事項は事実と相違ないことを誓約いたします。

※ この申請書は、受理時に旭川市水道局受付印を押印のうえ１部返却するので、必ず

２部（１部は写し可）提出すること。

※ 申請期限 令和７年１０月１６日

添付書類名 添付の有無 旭川市水道局受付印

有 ・ 無

有 ・ 無



様式４

（質問用）

質 疑 応 答 書

（宛先）旭川市水道事業管理者

（電話番号 0166-24-3171）

（FAX 番号 0166-25-9500）

住 所

商号又は名称

代表者職氏名

質問年月日 令和 年 月 日

物品番号

物 品 名

質 疑 事 項 回 答 事 項



第 回

番

１ 金　額

（金額の頭に￥を記入のこと）

２ 件　名

令和     年     月     日

（宛先）旭川市水道事業管理者

住所

商号又は
名称

代表者
職氏名 印

パージ･トラップ-ガスクロマトグラフ-質量分析計

　競争入札心得及び仕様書承諾の上、上記の金額をもって入札いたします。

番号 器具備品-3

入　　札　　書

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円



1 

 

 

パージ・トラップ－ガスクロマトグラフ－質量分析計 購入 仕様書 

 

１ 件 名  パージ・トラップ－ガスクロマトグラフ－質量分析計 購入 

２ 数 量  一式 

３ 納入場所 旭川市末広東2条7丁目 石狩川浄水場 水質試験棟1階 VOC試験室 

４ 納入期限 令和8年3月13日 

５ 概  要 本件は、河川水、地下水の水質分析及び水道法に基づく水質検査を行う事を目的として購

入するものである。 

６ 機器仕様  

（１）構成 

ア ガスクロマトグラフ－質量分析計 1台 

イ パージ・トラップ装置 1台 

ウ オートサンプラー 1台 

エ データ処理システム 1組 

オ 水素発生装置及びキャリアガス切り替え機 1組 

カ 消耗品及び交換部品 

（２）使用頻度（予定） 

ア 年間検体数  1,900検体 （標準試料、洗浄用試料等を含む） 

イ 稼動日数  15日/月 

（３）検査項目、方法及び精度 

項目名 分類 検査方法※1 定量下限値 

(mg/L) 

定量下限値にお

ける精度 

四塩化炭素 水質基準項目 告示法 

別表第14 

0.0001 CV20%  

1,4ジオキサン 水質基準項目 告示法 

別表第14 

0.001 CV20%  

シス―1,2―ジク

ロロエチレン 

水質基準項目 

 

告示法 

別表第14 

0.0001 CV20%  



2 

 

トランス―1，2―

ジクロロエチレ

ン 

水質基準項目 

 

告示法 

別表第14 

0.0001 

 

CV20% 

ジクロロメタン 

 

水質基準項目 告示法 

別表第14 

0.0001 CV20% 

テトラクロロエ

チレン 

水質基準項目 告示法 

別表第14 

0.0001 CV20% 

トリクロロエチ

レン 

水質基準項目 告示法 

別表第14 

0.0001 CV20% 

ベンゼン 水質基準項目 告示法 

別表第14 

0.0001 CV20% 

クロロホルム 水質基準項目 告示法 

別表第14 

0.0001 CV20% 

ジブロモクロロ

メタン 

水質基準項目 告示法 

別表第14 

0.0001 CV20% 

ブロモジクロロ

メタン 

水質基準項目 告示法 

別表第14 

0.0001 CV20% 

ブロモホルム 水質基準項目 告示法 

別表第14 

0.0001 CV20% 

ジェオスミン 

 

水質基準項目 告示法 

別表第25 

0.000001 CV20% 

2-メチルイソボ

ルネオール 

水質基準項目 告示法 

別表第25 

0.000001 CV20% 

1,2－ジクロロエ

タン 

水質管理目標設

定項目 

通知法  

別添方法1 

0.0001 CV20% 

トルエン 

 

水質管理目標設

定項目 

通知法  

別添方法1 

0.04 CV20% 

1,1,1トリクロロ

エタン 

水質管理目標設

定項目 

通知法  

別添方法1 

0.0001 CV20% 



3 

 

メチル－ｔ－ブ

チルエーテル 

水質管理目標設

定項目 

通知法  

別添方法1 

0.002 CV20% 

1,1ジクロロエチ

レン 

水質管理目標設

定項目 

通知法  

別添方法1 

0.0001 CV20% 

ダゾメット（メチ

ルイソシアネー

ト） 

水質管理目標設

定項目 

通知法 

別添方法23 

0.0001（MITC とし

て） 

CV20% 

 

※１ 検査方法は次のことを指す 

告示法：「水質基準に関する省令の規定に基づき環境大臣が定める方法」（平成 15 年厚生労働省告示第

261号） 

通知法：「水質基準に関する省令の制定及び水道法施行規則の一部改正等並びに水道水質管理における留

意事項について」（平成15年10月10日付健水発第1010001号）別添4 

 

（４）仕様詳細 

  ・キャリアガスをヘリウム以外（水素）に変更可能であること。 

 

・本仕様書に記載のない事項についても、「告示法等」において本分析計を用いて行う分析に当然必要

と考えられる機器及び機能については、全て含まれることとする。 

 

ア ガスクロマトグラフ－質量分析計 

（ア）試料導入部  

最適温度が設定できるもの。 

（イ）分離カラム   

・ＶＯＣ測定用 

内径0.20～0.53ｍｍ、長さ60～75ｍの溶融シリカ製のキャピラリーカラムで、内面に25％フェ

ニル―75％ジメチルポリシロキサンを1μｍの厚さに被覆したもの又はこれと同等以上の分離性能

を有するもの。 

・かび臭測定用 

内径 0.25～0.53ｍｍ、長さ 15～30ｍの溶融シリカ製のキャピラリーカラムで、内面に 5％フェ

ニル―95％ジメチルポリシロキサンを 0.3～1μｍの厚さに被覆したもの又はこれと同等以上の分
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離性能を有するもの 

・その他 

水素をキャリアガスとして利用する際に分離カラムの変更が必要な場合、別途水素に対応する分

離カラムを添付すること。 

（ウ）分離カラムの温度 

  対象物質の最適分離条件に設定できるもの。 

例えば、40℃を1分間保持し、毎分3℃の速度で上昇させ230℃にできるもの。 

（エ）検出器  

選択イオン測定（ＳＩＭ）又はこれと同等以上の性能を有するもの。 

（オ）イオン化電圧  

電子イオン化法（ＥＩ法）で、70Ｖ又は必要な感度が得られる電圧。 

（カ）キャリアガス  

純度99.999ｖ／ｖ％以上のヘリウムガス又は必要な感度が得られるもの。 

ヘリウム代替ガスとして水素が利用可能であること。 

なお、代替ガスは十分な安全対策が備わり、分析に必要な感度を得られる発生装置を利用するも

のとし、配管等必要な設備を設置すること。 

（キ）水素ガス探知機 

オーブン内に設置し、水素ガス漏れを探知した際、装置を停止できること。 

また、必要な部材等があれば付帯させること。 

校正に必要なガスは発注者で用意する。 

（ク）消耗品および交換部品 

  １年間程度の使用で必要となる消耗品及び故障時などに必要な交換部品。 

  納品時に付属品リストを作成し、合わせて提出すること。 

  （例） 

ａ 分析に必要な数量のスクリューバイアル（約400本） 

セプタム交換ができる場合はキャップと交換用セプタム、セプタム交換ができない場合

はセプタム付きキャップのいずれかを１年間使用する量を付属させること。 

ｂ 分離カラム かび臭及びＶＯＣ用として各予備1本（本体付属と合わせて合計2本～水 

素利用時、別な分離カラムを使用する場合も同様とする） 

ｃ トラップ管 ３本（本体付属と合わせて合計４本） 

ｄ 試料管 ３本（本体付属と合わせて合計４本） 
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ｅ ボンベの調節器及びボンベ止め 

ｆ リークディテクター（使用するガスの漏れが検知できること） 

ｇ その他使用開始後１年程度で交換が必要になると思われる部品や感度低下等に備えて

用意すべき予備備品（イオン源、ナットやフェラル、配管等）及び工具。 

イ パージ・トラップ装置 

（ア）パージ容器  

ガラス製で、5～25ｍｌの精製水及び検水を処理できるもの。 

（イ）恒温槽  

30～80℃の範囲内で一定の温度に保持できるもの。 

（ウ）トラップ管  

内径2mm以上、長さ5～30cmのもので、ステンレス管又はこの内面にガラスを被覆したものにポ

リ―2，6―ジフェニル―ｐ―ジフェニレンオキサイド、シリカゲル及び活性炭を3層に充填したも

の又はこれと同等以上の吸着性能を有するもの。 

（エ）脱着装置  

トラップ管を180～250℃の温度に急速に加熱できるもの。 

（オ）クライオフォーカス装置  

内径 0.32～0.53ｍｍの溶融シリカ管又はステンレス管で、－50～－180℃程度に冷却でき、かつ

200℃まで加熱できるもの。 

ただし、クライオフォーカス操作を行わない場合は、この装置を使用しなくてもよい。 

 

ウ オートサンプラー 

（ア）50検体程度の試料を収納できること。 

（イ）試料を冷却可能であること。 

 

エ データ処理システム 

（ア）本体 

分析条件及び結果について、5年分以上保存するに十分な容量（500ＧＢ以上）を有すること。 

なお、当該データはバックアップのためＵＳＢメモリーに書き出し可能であること。 

（イ）プリンター 

分析結果、分析条件、クロマトグラム等をＡ4モノクロレーザープリンターにより両面印刷が

可能であること。 
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プリンタートナー（黒）の予備を１個付属させること。 

（ウ）分析ソフトウエア  

ａ日本語版であること。 

 ただし、英語版の場合、使用に差し支えない日本語版マニュアル等を備え、かつ操作研修

において説明が行われる場合この限りではない。 

ｂ機器を一元的に管理できること。 

ｃ分析中も解析画面を表示し、解析作業が可能であること。 

ｄ分析に必要なライブラリを備えていること。 

（エ）モニター 

２７インチ液晶ディスプレイであること。 

（オ）その他 

ＭｉｃｒｏｓｏｆｔＯｆｆｉｃｅ Ｈｏｍｅ＆Ｂｕｓｉｎｅｓｓ2024 若しくはＭｉｃｒｏ

ｓｏｆｔ Ｏｆｆｉｃｅ ＬＴＳＣ Ｅｍｂｅｄｄｅｄ2024がインストールされていること。 

保守点検時等に性能維持に必要なプログラムのアップデート等が可能であること。 

 

オ 納入される機器は全て未使用であること。 

 

（５）修理等の体制 

採水から 24もしくは 72時間以内に検査することが必要なため、機器の故障時に同時間内で電話サ

ポート対応可能な体制であること。なお、当方で部品交換等により修理が可能な部品については、機器

導入に併せて納入し、電話等による指示により修理が可能な体制であること。 

 

７ 搬入等 

各機器の搬入据付場所は石狩川浄水場内水質試験棟1階ＶＯＣ試験室内である。 

なお、据付場所は、予め発注者に確認し、据付に必要な材料又は備品が必要な場合、納入機器に含め

て搬入据え付けを行うこと。 

 

８ 試運転調整 

受注者は、納入期限までに機器を搬入し、据付・試運転調整を行うこと。 
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９ 操作習熟 

  受注者により2日間程度で以下の教育訓練を行うこと。 

  ・機器の基本的な操作 

  ・分析条件の設定など分析や解析に必要な操作 

  ・分析時における一連の操作（例：分析前の準備、バッチ処理、検量線作成、分析後の確認、結果印 

刷 等） 

  ・代替ガス利用時の使用方法 

  ・日常的な保守とカラムやトラップ管など機器の性能維持に必要な部品の交換作業 

  ・他に受注者が必要と思われる教育訓練 

 

１０ 検収条件 

ヘリウムガスをキャリアガスとして、かび臭（ジェオスミン及び2-メチルイソボルネオール）及びＶ

ＯＣ類（水質基準項目及び目標管理設定項目）を測定（検査試料は本市で用意）し、本市で採用してい

る定量下限値から上限までの検量線（原点無視）により、定量下限値試料を5回測定した際のＣＶ値が

＋－20％以内であること。 

なお、この条件は保守点検業務や大規模な機器修繕時の検収条件とする予定であるので留意すること。 

 

１１ 保障 

検収後1年間とし、機器に不具合が生じた場合は受注者の負担で迅速に修理を行うこと。また、同期

間内で６（４）ア（キ）の部品交換等が発注者で可能な場合は、電話対応等による指示が可能な体制を

とること。 

 

１２ 質疑 

本仕様書に疑義が生じた場合は、発注者と受注者が協議するものとする。 

 

１３ その他 

本市は水道ＧＬＰを取得しているため、導入する機器は水道ＧＬＰに対応可能なものとすること。 



旭川市水道局物品購入等競争入札（郵送方式）心得

(総則)

第１条 旭川市水道局の発注に係る物品購入等の一般競争又は指名競争による入札に当た

っては，別に定めるもののほか，この心得を承知してください。

(入札保証金)

第２条 入札参加者は，入札執行前に見積もった契約金額の 100 分の３以上に相当する額

の入札保証金を納付し，又は旭川市水道事業管理者（以下「管理者」という。）の認める

担保を提供しなければなりません。ただし，入札保証金の納付を免除された場合は，この

限りではありません。

２ 前項ただし書の入札保証金の納付を免除する理由が，旭川市水道局を被保険者とする

入札保証保険証券の提出である場合の入札保証保険は，定額(定率)のてん補の特約があ

るものとし，かつ，保険期間が入札当日から起算して７日以上のものでなければなりませ

ん。

３ 入札参加者が，入札保証金の納付に代えて提供することができる担保は，次の各号に掲

げるものとします。

(1) 政府の保証のある債券

(2) 銀行の振出し又は支払保証した小切手

(3) 管理者が確実と認める社債

(4) 銀行又は管理者が確実と認める金融機関が引き受け，保証又は裏書した手形

(5) 銀行又は管理者が確実と認める金融機関に対する定期預金債権

(6) 銀行又は管理者が確実と認める金融機関の保証

４ 入札参加者は，入札保証金又は入札保証金に代わる担保を納付し，又は提供する場合は，

関係職員の調査を受け，その面前においてこれを封かんの上，氏名及び金額を封皮に明記

して提出してください。

５ 入札保証金に代える担保として定期預金債権を提供するときは，その担保に質権を設

定し，当該金融機関の確定日付のある承諾書を提出しなければなりません。

６ 入札参加者は，第１項本文の規定により提供する入札保証金に代わる担保が銀行又は

管理者が確実と認める金融機関（以下「銀行等」という。）の保証であるときは，当該保

証に係る保証書を提出しなければなりません。

７ 入札保証金又は入札保証金に代わる担保は，落札者に対しては契約締結後に，落札者以

外の者に対しては入札執行後にその受領証書と引換えに返還します。

８ 落札者が当該入札に係る契約を締結しないときは，当該落札者が納付した入札保証金

又はその納付に代えて提供した担保は，旭川市水道局に帰属します。

９ 落札者であって入札保証金の納付を免除された者が契約を締結しないときは，当該契



約金額の 100 分の３に相当する額の違約金を旭川市水道局に納付しなければなりません。

(入札辞退の自由)

第３条 入札参加者は，開札までに入札辞退届を管理者（経営企画課契約係）に提出し，入

札を辞退することができます。ただし，初度の入札を辞退した者は，再度の入札に参加す

ることはできません。

２ 前項により入札を辞退した者は，これを理由として，以後の指名等について不利益な取

扱いを受けることはありません。

(公正な入札の確保)

第４条 入札参加者は，私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律(昭和 22 年法律

第 54号)等に抵触する行為を行ってはなりません。

２ 入札参加者は，入札に当たっては，競争を制限する目的で他の入札参加者と入札価格又

は入札意思についていかなる相談も行わず，独自に入札価格を決めなければなりません。

３ 入札参加者は，落札者の決定前に，他の入札参加者に対して入札価格を意図的に開示し

てはなりません。

(入札の取りやめ等)

第５条 入札執行者が入札を公正に執行することができないなど特別の事情があると認め

るときは，入札の執行を延期し，又は取りやめることがあります。

(入札)

第６条 入札参加者は，入札書を作成し，封書の上，自己の氏名，件名を表記し，あらかじ

め指定された日時までに管理者に提出しなければなりません。また，郵送により提出する

場合は，その封書をさらに氏名，開札日，物品番号，物品名を記載した発送用の封筒に封

入の上郵送しなければなりません。

(入札書の書換え等の禁止)

第７条 入札参加者は，その提出した入札書を書き換え，引き換え，又は撤回することはで

きません。

(無効入札)

第８条 次の各号の一に該当する入札は，無効とします。

(1) 入札書の記載金額その他入札要件が確認できない入札

(2) 入札書の記載金額を加除訂正した入札

(3) 入札書に記名押印がない入札



(4) 同一事項の入札について２通以上の入札書を提出した者の行った入札

(5) 公告等で示した入札書の到達期限までに持参又は郵送により到達しなかった入札

(6) 入札に参加する者に必要な資格のない者の行った入札

(7) 入札に関し不正の行為をした者の行った入札

(8) その他入札に関する条件に違反した入札

(開札)

第９条 開札は，あらかじめ指定した日時，場所において，入札事務に関係のない職員の立

会いの下で行います。

２ 入札参加者は，旭川市水道局物品購入等の競争入札（郵送方式）傍聴要領の規定に基づ

き，開札を傍聴することができます。

(再度入札)

第 10 条 開札の結果，落札に至らない場合は，第１回の入札参加者により再度の入札を実

施しますが，再度の入札の執行回数は原則として１回とします。また，再度の入札によっ

ても落札に至らなかった場合には，随意契約によることがあります。

(落札者の決定)

第 11 条 有効な入札を行った者のうち，予定価格の範囲内で最低の価格で入札した者を

落札者とします。ただし，物品の売払いの場合は最高の価格で入札した者を落札者とし

ます。

２ 落札者となるべき価格をもって入札した者が２人以上いる場合は，当該入札事務に関

係のない職員にくじを引かせ落札者を決定します。

(落札者の取消し)

第 12 条 落札者が次の各号の一に該当するときは，落札を取り消すものとします。

(1) 落札者が契約の締結を辞退したとき，又は指定した期限内に契約を締結しないとき。

(2) 入札に際し不穏不正があったと認められるとき。

(3) 法令及び規則に違反する事項が生じたとき。

(契約の締結)

第 13 条 落札者が当該契約を締結しようとするときは，別に定めた契約書に記名押印の上，

落札決定の日から７日以内に関係書類と共に管理者(経営企画課契約係)に提出してくだ

さい。

(契約保証金)



第 14 条 契約を締結しようとする者は，契約金額の 100 分の 10 に相当する額以上の契約

保証金を納付し，又はこれに代わるべき担保を提供しなければなりません。ただし，契約

保証金の納付を免除された場合は，この限りではありません。

２ 落札者が契約保証金の納付に代えて提供することができる担保については，第２条第

３項の規定を準用します。

３ 第２条第６項の規定は，第１項の規定により提供する契約保証金に代わる担保が銀行

等の保証である場合について準用します。

４ 契約保証金に代える担保として定期預金債券を提供するときは，第２条第５項の規定

を準用します。

５ 落札者は，第１項ただし書の場合において，契約保証金の納付を免除された理由が保険

会社との間に旭川市水道局を被保険者とする履行保証保険契約を結んだことによるもの

であるときには，管理者が指示するときまでに当該履行保証保険契約に係る保険証券を

提出しなければなりません。

６ 落札者は，当該入札に係る入札保証金又はそれに代える担保の一部若しくは全部を契

約保証金の一部に充てることができます。

７ 落札者が契約上の義務を履行しないときは，契約保証金又はその納付に代えて提供し

た担保は，旭川市水道局に帰属します。

８ 落札者であって契約保証金の納付を免除された者が契約上の義務を履行しないときは，

当該契約金額の 100 分の 10 に相当する額の違約金を旭川市水道局に納付しなければなり

ません。

(異議の申立て)

第 15 条 入札をした者は，入札後，図面，設計図書，仕様書及び関係書類並びに現場等に

ついての不明を理由として異議を申し立てることはできません。

２ 入札をした者は，郵便事故等により入札書等が開札場所に到達しなかったことに対す

る異議を申し立てることはできません。

－お願い－

１） 入札書を提出する前に，記載内容の十分な確認をお願いします。

２） 入札書，辞退届等，執行に関して不明な点等があれば経営企画課契約係に問い合わせ

てください。 （直通電話）２４－３１７１



入札書等記載説明（持参又は郵送提出用）

１ 入札書の記載方法について

（１）金額

ア 消費税及び地方消費税相当額を除いた金額を記入してください。

イ 金額の頭に￥を記入してください。

ウ 入札書の金額を加除訂正（修正液の使用を含む。）すると無効になりますので

御注意ください。

（２）記名押印等

ア 代表者の住所，商号又は名称，職氏名を記入してください。

イ 代表者の印を押印してください。

【記載例】

住所 旭川市○○条○○丁目○番○号

商号又は名称 株式会社○○商店

代表者職氏名 代表取締役社長○○ ○○ 印

２ 入札書封入封筒について

任意の封筒に，自己の氏名及び物品名を表記の上，入札書を封入してください。

持参する場合は，この封筒を提出してください。

【記載例】

株式会社○○商店

代表取締役社長○○ ○○

物品番号 ○○－○

物品名 ○○○

３ 郵送用封筒について

封筒貼付け用様式について，①～④を記入し，任意の封筒に貼付してください。

この封筒に上記２の入札書封入封筒を入れて郵送してください。

入札書・封筒・封筒貼付け用様式の記入に当たっては，インクの消えるタイプのペンは避

けてください。
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